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㸯 ㉗୚⛯のᴫ要

௧࿴㸱年㸯᭶㸯᪥࠿ら௧࿴㸱年 12 ᭶ 31 ᪥までの㸯年㛫に財産の贈与（ἲே࠿らの贈与を除き

ます。）を受けたಶேは、その贈与を受けた財産について、ḟにᥖࡆるࢫ࣮ࢣにᛂࡌて贈与⛯の⏦告

をしなければなりません。 

ղ� 䛂┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯ࠖࢆ㐺用ࡁ࡜ࡿࡍ�

（注） ே᱁のない社ᅋや財ᅋ又はᣢศの定ࡵのないἲேはಶேとみなされて贈与⛯࠿࠿ࡀることࡀあります。この

場合の贈与⛯額の計⟬方ἲ等については、この「贈与⛯の⏦告のし࠿た」のㄝ明と␗なるⅬࡀありますので、

ヲしくは⛯ົ⨫に࠾ᑜࡡください。 

㸦�㸧ᬺᖺㄢ⛯�

࢖ ᴫ要�

㸯年㛫に贈与を受けた財産の価額の合計額（㸯年㛫に㸰ே௨上のே࠿ら贈与を受けた場

合又はྠࡌே࠿ら㸰ᅇ௨上にࢃたり贈与を受けた場合には、それらの贈与を受けた財産の価

額の合計額）をᇶに贈与⛯額を計⟬する方式です。 

ࣟ 㐺用ࡿࢀࡉ⛯⋡�

�㺐� ୍⯡⛯⋡�

┤⣔ᑛᒓ（∗ẕや♽∗ẕなど）௨እの贈与者࠿ら財産の贈与を受けた場合や受贈者ࡀ贈与

の年の㸯᭶㸯᪥に࠾いて 20ṓᮍ‶である場合には、「୍⯡⛯⋡」を適用して贈与⛯額を計⟬

します。この「୍⯡⛯⋡」の適用ࡀある財産を୍ࠕ⯡㉗୚財産ࠖといいます。

�㺹� ≉౛⛯⋡�

┤⣔ᑛᒓ࡛ࡿ࠶㉗୚⪅ࡽ࠿財産の㉗୚ࡘ࠿、ࡅཷࢆ、ྲཱྀ ࠸࠾࡟୚のᖺの㸯᭶㸯᪥㉗ࡀ⪅㉗

࡚ 20ṓ௨ୖ࡛ࡿ࠶ሙྜࠕ、ࡣ࡟≉౛⛯⋡ࠖࢆ㐺用し࡚㉗୚⛯㢠ࢆィ⟬しࠋࡍࡲこの「特例⛯

⋡」の適用ࡀある財産を㺀≉౛㉗୚財産ࠖといいます。

ࣁ �⥆ሙྜのᡭࡿࡅཷࢆ౛⛯⋡ࠖの㐺用≉ࠕ

「特例⛯⋡」の適用を受ける場合で、ḟのձ又はղのいࡎれ࠿にヱ当するときは、贈与⛯の

⏦告書とともに、財産の贈与を受けたே（受贈者）のᡞ⡠のㅞᮏ又はᢒᮏその他の書㢮でその

ேのẶ名、生年᭶᪥及びそのேࡀ贈与者の┤⣔༝ᒓにヱ当することを証する書㢮をᥦ出するᚲ

せࡀあります。ただし、㐣ཤの年ศに࠾いてྠࡌ贈与者࠿らの贈与について「特例⛯⋡」の適

用を受けるたࡵに当ヱ書㢮をᥦ出している場合には、⏦告書➨୍⾲の「㐣ཤの贈与⛯の⏦告≧

ἣ」欄に、そのᥦ出した年ศ及び⛯ົ⨫名を記入すれば、当ヱ書㢮を㔜ࡡてᥦ出するᚲせはあ

りません。 

ձ 「特例贈与財産」のみの贈与を受けた場合で、その財産の価額࠿らᇶ♏᥍除額（110୓෇）

を差し引いたᚋのㄢ⛯価᱁ࡀ 3�0୓෇を㉸えるとき 

ղ 「୍⯡贈与財産」と「特例贈与財産」の୧方の贈与を受けた場合で、その୧方の財産の価

額の合計額࠿らᇶ♏᥍除額（110୓෇）を差し引いたᚋのㄢ⛯価᱁ͤࡀ 300୓෇を㉸えるとき 

ͤ 「୍⯡贈与財産」について配偶者᥍除の特例（�1ࢪ࣮࣌参↷）の適用を受ける場合には、

ᇶ♏᥍除額（11�୓෇）と配偶者᥍除額を差し引いたᚋのㄢ⛯価᱁となります。 

Ϩ ࡣ ࡌ ࡵ ࡟

ձ ᇶ♏᥍㝖㢠㸦���୓ࡀた財産の౯㢠のྜィ㢠ࡅཷࢆの㉗୚ࡑ、ࡣ࡟ሙྜࡿࡍ㐺用ࢆࠖ⛯ᖺㄢᬺࠕ

෇㸧ࢆ㉸ࡁ࡜ࡿ࠼

⛯୚㉗、ࡣ࡟ሙྜࡿ࠼㉸ࢆᇶ♏᥍㝖㢠㸦���୓෇㸧ࡀた財産の౯㢠のྜィ㢠ࡅཷࢆの㉗୚ࡑࠉ

の⏦࿌ࡿࡍࢆᚲ要ࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀ

　㸯年㛫に贈与を受けた財産の価額の合計額（ㄢ⛯価᱁）࠿らᇶ♏᥍㝖㢠㸦��0 ୓෇㸧を᥍除

したṧ額（ᇶ♏᥍除ᚋのㄢ⛯価᱁）について、贈与者と受贈者との⥆柄及び受贈者の年齢にᛂ

を適用࠿れࡎ౛⛯⋡ࠖのい≉ࠕ又はࠖ⋠⛯⯡୍ࠕの「贈与⛯の㏿⟬⾲」によりࢪ࣮࣌て、㸱ࡌ

して贈与⛯額を計⟬します。
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࠙㏿⟬⾲㸦୍⯡㉗୚財産用ࠚ㸧

࠙㏿⟬⾲㸦≉౛㉗୚財産用ࠚ㸧

ࢽ ィ⟬᪉ἲ㸦౛㸧

ۑ ≉౛㉗୚財産㸦��� ୓෇㸧のࡳの㉗୚ࡅཷࢆたሙྜ
STEP㸯 㸯年㛫に贈与を受けた特例贈与財産の価額の合計額（ㄢ⛯価᱁）を計⟬します。

STEP㸰 ㄢ⛯価᱁࠿らᇶ♏᥍除額（110 ୓෇）を᥍除したṧ額（ᇶ♏᥍除ᚋのㄢ⛯価᱁）につい

てୗ記の࠙㏿⟬⾲（特例贈与財産用ࠚ） により贈与⛯額を計⟬します。
       

ۑ ୍⯡㉗୚財産㸦1��୓෇㸧࡜≉౛㉗୚財産㸦4��୓෇㸧の୧᪉の㉗୚ࡅཷࢆたሙྜ
STEP㸯 㸯年㛫に贈与を受けた୍⯡贈与財産の価額ͤと特例贈与財産の価額の合計額（合計贈与

価額）を計⟬します。  

  

STEP㸰 合計贈与価額࠿らᇶ♏᥍除額（110୓෇）を᥍除したṧ額（ᇶ♏᥍除ᚋのㄢ⛯価᱁）につ
いてୗ記の࠙㏿⟬⾲（୍⯡贈与財産用ࠚ） により計⟬した金額に、୍⯡贈与財産の価額ࡀ合
計贈与価額のうࡕに༨ࡵる๭合を஌ࡌて、୍⯡贈与財産に対ᛂする贈与⛯額を計⟬します。

㸦⛯㢠㸧  㸦୍⯡㉗୚財産の౯㢠ࡀ༨ࡿࡵ๭ྜ㸧㸦୍⯡㉗୚財産࡟ᑐᛂࡿࡍ㉗୚⛯㢠㸧�
�3୓෇  ×  ��� ୓෇ 㸭 ��� ୓෇  㸻   ���6୓෇  ͐͐ձ�

    
STEP㸱 STEP㸰とྠᵝに、合計贈与価額࠿らᇶ♏᥍除額（110 ୓෇）を᥍除したṧ額（ᇶ♏᥍除

ᚋのㄢ⛯価᱁）についてୗ記の࠙㏿⟬⾲（特例贈与財産用ࠚ） により計⟬した金額に、特例
贈与財産の価額ࡀ合計贈与価額のうࡕに༨ࡵる๭合を஌ࡌて、特例贈与財産に対ᛂする贈
与⛯額を計⟬します。

          

STEP㸲 STEP㸰と STEP㸱で⟬出した⛯額を合計し、贈与⛯額を計⟬します。

ᇶ ♏ ᥍ 除 ᚋ

の ㄢ ⛯ 価 ᱁

2,000༓෇

௨ୗ 

3,000༓෇

௨ୗ 

4,000༓෇

௨ୗ 

6,000༓෇

௨ୗ 

1�,000 ༓෇

௨ୗ 

1�,000 ༓෇

௨ୗ 

30,000 ༓෇

௨ୗ 

30,000 ༓෇

㉸ 

୍ ⯡ ⛯ ⋡ 1�㸣 1�㸣 20㸣 30㸣 40㸣 ��㸣 ��㸣 ��㸣

᥍除額（୍⯡⛯⋡） 㸫 100 ༓෇ 2�0 ༓෇ 6�0 ༓෇ 1�2�0༓෇ 1���0༓෇ 2��00༓෇ 4,000༓෇

ᇶ ♏ ᥍ 除 ᚋ

の ㄢ ⛯ 価 ᱁

2,000༓෇

௨ୗ 

4,000༓෇

௨ୗ 

6,000༓෇

௨ୗ 

1�,000 ༓෇

௨ୗ 

1�,000 ༓෇

௨ୗ 

30,000 ༓෇

௨ୗ 

��,000 ༓෇

௨ୗ 

��,000 ༓෇

㉸ 

特 例 ⛯ ⋡ 1�㸣 1�㸣 20㸣 30㸣 40㸣 ��㸣 ��㸣 ��㸣

᥍除額（特例⛯⋡） 㸫 100 ༓෇ 300 ༓෇ 900 ༓෇ 1��00༓෇ 2,6�0༓෇ ��1�0༓෇ 6,400༓෇

11�
୓෇�

39�
୓෇�

㸦ᇶ♏᥍㝖ᚋのㄢ⛯౯᱁㸧�㸦≉౛⛯⋡㸧 �㸦᥍㝖㢠㸧 ��㸦㉗୚⛯㢠㸧�
39� ୓෇��  ×    ��㸣  㸫  1� ୓෇ 㸻 ����� ୓෇�

ㄢ⛯౯᱁ ��� ୓෇�

㸦ᇶ♏᥍㝖㢠㸧

11�
୓෇�

39�
୓෇�

㸦ᇶ♏᥍㝖ᚋのㄢ⛯౯᱁㸧�㸦୍⯡⛯⋡㸧 㸦᥍㝖㢠㸧 �㸦⛯㢠㸧�
39� ୓෇�� ×     ��㸣  㸫 2� ୓෇ 㸻 �3୓෇�

ྜィ㉗୚౯㢠 ��� ୓෇�

㸦ᇶ♏᥍㝖㢠㸧

4��
୓෇

1��
୓෇

ྜィ㉗୚౯㢠 ��� ୓෇�

୍⯡㉗୚財産の౯㢠�
  ��� ୓෇�

≉౛㉗୚財産の౯㢠�
  ��� ୓෇�

39� ୓෇�� ×     ��㸣  㸫 1� ୓෇ 㸻 ���� ୓෇�

㸦ᇶ♏᥍㝖ᚋのㄢ⛯౯᱁㸧�㸦≉౛⛯⋡㸧 㸦᥍㝖㢠㸧 �㸦⛯㢠㸧�

㸦⛯㢠㸧  㸦≉౛㉗୚財産の౯㢠ࡀ༨ࡿࡵ๭ྜ㸧 㸦≉౛㉗୚財産࡟ᑐᛂࡿࡍ㉗୚⛯㢠㸧�
���� ୓෇  ×  ��� ୓෇ 㸭 ��� ୓෇  㸻   ���8୓෇  ͐͐ղ�

���6୓෇㸦ձ㸧�㸩 ���8୓෇㸦ղ㸧  㸻 ���4୓෇㸦㉗୚⛯㢠㸧�

㉗୚⛯の㏿⟬⾲㸦ᖹᡂ 27ᖺ分௨㝆用㸧�

ͤ 「୍⯡贈与財産」について、配偶者᥍除の特例（�1ࢪ࣮࣌参↷）の適用を受ける場合
には、配偶者᥍除額を᥍除した金額となります。

ͤ ᬺᖺㄢ⛯ࡿࡼ࡟㉗୚⛯㢠のィ⟬࡟ᙜたࢪ࣮࣌��、71、ࡣ࡚ࡗのࠕ㉗୚⛯㸦ᬺᖺㄢ⛯㸧の⛯㢠のィ⟬᫂細ࠖ

�ࠋ࠸ࡉࡔࡃά用ࢆ



4

�し࡞

㸦�㸧┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯�

�࢖ ᴫ要�

特定の贈与者࠿ら贈与を受けた財産についてᬺ年ㄢ⛯に௦えて相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯を㑅ᢥした場
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の とは、ḟの㸯又は㸰に る金額のうࡕいࡎれ࠿低い金額

をいいます。

㸯 2,500 ๓年までにこの相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の特 を 合には、2,500

㸰

贈与者
贈与をした年の㸯᭶㸯᪥に࠾いて 60 㸦௧࿴㸱ᖺ分の㉗୚ࡣ࡚࠸ࡘ࡟、᫛࿴ �� ᖺ㸯

᭶ 㸧のே（ など）であること。

贈与を けた年の㸯᭶㸯᪥に࠾いて 20 㸦௧࿴㸱ᖺ分の㉗୚ࡣ࡚࠸ࡘ࡟、ᖹᡂ ��

ᖺ㸯᭶ ᪥ ࡲ で、࠿つ、贈与 けた᫬に࠾いて贈与者の （Ꮚ

ど）で 定相⥆ே又は であること。

（注）

3 Ꮚとなる 、 た その贈与者の 定相⥆ேと

なった場合に 相⥆ேとなった᫬より๓にその贈与者࠿ら贈 た財 ては、相⥆

4 その贈与

1　「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」の適用を受ける場合には、贈与

者ࡀ贈与をした年の㸯᭶㸯᪥に࠾いて��ṓᮍ‶のேであっても相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受けることࡀ

できます（�2ࢪ࣮࣌参↷）。

2　「㠀上場株式等についての贈与⛯の⣡⛯⊰ண及びච除の特例」又は「ಶேの事業用資産についての贈

与⛯の⣡⛯⊰ண及びච除」の適用を受ける場合には、受贈者ࡀ上記௨እのே（贈与を受けた年の㸯᭶

㸯᪥に࠾いて2�ṓ௨上のேに㝈ります。）であっても相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受けることࡀできます

。（↷参ࢪ࣮࣌��、��）

者 ） ったことにより、贈与 た でその贈与者の とな

相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯

、 ࣮

参↷）にࢪ ฟ᭩ （ 参↷）をࢪ࣮࣌ ⏦࿌ 㸦 ୚⛯の

㸧、 ᭩㸧 及び ௜᭩ （

参↷）とともにࢪ࣮࣌

な࠾、㉗୚⛯の⏦࿌᭩のᥦ ࡟ ࿌ ᭩ ᭩ ࠸

、 ᖺ （（注） ࠋ（

（注）1 上記のᒆ出書は、そのᒆ出に る贈与者࠿ら た て ௧࿴㸰年ศ௨๓の贈与

⛯の⏦告に࠾いて相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の けている場合には 出するᚲせはありませ

の「添付書㢮」にࢪ࣮࣌41） る書㢮も です。）。

2 ௧࿴㸰年ศ௨๓の贈与⛯の⏦告に࠾いて相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受けているேであっても、その

用 る贈与者 ら た て、 相⥆᫬⢭⟬ を うと

する場合は、

3 

4 相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用を受けようとしていたேࡀ相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆ出書をᥦ出する๓にṚ

などは、この「贈

相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯を㑅ᢥした贈与者ࡈとに、㸯年 に贈与を けた相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯ 用財

の合計額（ㄢ⛯ ら࠿（ 除した に 20㸣の⛯

て贈与⛯額を計⟬します。

（注） 1 、

ࠋ

2 

㸴

41

�3

　上記の手⥆は、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」（�2ࢪ࣮࣌参↷）、

「㠀上場株式等についての贈与⛯の⣡⛯⊰ணの特例ᥐ⨨の適用を受ける場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯適用者の

特例」（�� 参↷）又は「ಶேの事業用資産についての贈与⛯の⣡⛯⊰ண及びච除の適用を受ける場ࢪ࣮࣌

合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯適用者の特例」（ࢪ࣮࣌��参↷）の適用を受ける場合にもᚲせとなります。

、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV�

��ZZZ�QWD�JR�MSࠚで☜ㄆされる࠿、⛯ົ⨫に࠾ᑜࡡください。



6

㸰 ㉗୚⛯の⏦࿌᭩のᥦฟᮇ㛫࡜ᥦฟඛ

௧࿴㸱年ศの贈与⛯の⏦告書の受付は、

贈与⛯の⏦告書は、受贈者の住ᡤ地のᡤ㎄⛯ົ⨫㛗にᥦ出しなければなりません。

⛯ົ⨫の㛢ᗇ᪥（土・᪥᭙᪥・⚃᪥等）は、通常、⛯ົ⨫での相ㄯ及び⏦告書の受付は⾜って

注ពください。ただし、୍㒊の⛯ົ⨫では㸰᭶ࡈりませんので࠾ 20 ᪥㸦᪥㸧と㸰᭶ 27 ᪥㸦᪥㸧に㝈

り᪥᭙᪥でも、⏦告の相ㄯ及び⏦告書の受付を⾜います。

ヲしくは、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MSࠚで☜ㄆされる࠿、᭱ᐤりの⛯ົ⨫に

。くださいࡡᑜ࠾

（注）

2 㒑౽又は信書౽で㏦付する場合、通信᪥付༳により⾲♧された᪥をᥦ出᪥とみなします。この᪥付ࡀ⏦告

書のᥦ出期㛫内となるよう、࠾᪩ࡵにࡈ㏦付ください。 

3 「信書౽」とは、Ẹ㛫事業者による信書の㏦㐩に関するἲᚊにつ定する୍⯡信書౽事業者又は特定信書

౽事業者による信書౽をいいます。 

4

1

㸱 ㉗୚⛯の⏦࿌᭩の種類

贈与⛯の⏦告書には、「➨୍⾲（ව贈与⛯の額の計⟬明細書）」、「➨୍⾲の஧（住宅取得等資金の

㠀ㄢ⛯の計⟬明細書）」と「➨஧⾲（相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の計⟬明細書）」などࡀあります。౑用する贈

与⛯の⏦告書については、ḟの⾲のと࠾りとなっています。

な࠾、⏦告書とともにᥦ出することとされている添付書㢮について㔜」する書㢮ࡀある場合に

は、㔜ࡡてᥦ出するᚲせはありません。

⏦ 告 の 内 容 ౑用する⏦告書 

ᬺ年ㄢ⛯のみを⏦告するே ➨୍⾲

相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯のみを⏦告するே ➨୍⾲と➨஧⾲

ᬺ年ㄢ⛯と相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の୧方を⏦告するே ➨୍⾲と➨஧⾲

䛂住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」（�1ࢪ࣮࣌参↷）とᬺ年ㄢ⛯を⏦告するே ➨୍⾲と➨୍⾲の஧

䛂住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」（�1ࢪ࣮࣌参↷）と相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯を⏦告するே
➨୍⾲と➨୍⾲の஧と

➨஧⾲

(注)1 ➨୍⾲の஧は、㸯ᯛに記載できる贈与者は㸰ேですので、贈与者ࡀ㸱ே௨上の場合には」ᩘᯛを౑用する

ことになります。 

2

3　特例の適用に当たってⓏ記事㡯証明書の添付ࡀᚲせとなるものについては、⏦告書に୙動産␒号等を記入

 することにより、その添付を┬␎することࡀできます。また、⏦告書に୙動産␒号を書ききれないときは、

 別途「取得した୙動産に係る୙動産␒号等の明細書（相⥆⛯・贈与⛯用）」（ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���

�ZZZ�QWD�JR�MSࠚにᥖ載）を౑用することࡀできます。

➨஧⾲は、特定贈与者（相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆ出書に係る贈与者をいいます。௨ୗྠࡌです。）ࡈとに作

ᡂするたࡵ、特定贈与者ࡀ」ᩘいる場合には、そのேᩘศのᯛᩘを౑用することになります。

(注�1 ᮏே☜ㄆ書㢮の෗しを添付する場合には、「ᮏே☜ㄆ書㢮（෗）添付ྎ紙」（ࢪ࣮࣌��参↷）などに㈞って、

ᥦ出してください。 

2 ら࠿ࣥࢥࢯࣃ自宅等のࡈ e-Taxで㏦信する場合は、ᮏே☜ㄆ書㢮を別途㏦付するᚲせはありません。 

㸲 ࡚࠸ࡘ࡟㸦ಶே␒ྕ㸧の記載等࣮ࣂࣥࢼ࢖࣐

௧࿴㸲ᖺ㸰᭶㸯᪥㸦ⅆ㸧ࡽ࠿௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ �� ᪥㸦ⅆ㸧ࠋࡍ࡛࡛ࡲ

　⏦告書は、H�7D[（電Ꮚ⏦告）でᥦ出（㏦信）する࠿࡯、㒑౽や信書౽による㏦付又は⛯ົ⨫の

᫬㛫እ཰受⟽へ投ภする方ἲによりᥦ出することࡀできます。

　⏦告書のᥦ出期㝈に㐜れて⏦告と⣡⛯をした場合には、原๎として加⟬⛯及びᘏ⁫⛯࠿࠿ࡀりますのでࡈ

注ពください。な࠾、⅏ᐖその他やࡴを得ない⌮⏤によって、ᥦ出期㝈までに⏦告、⣡付等ࡀできないとき

は、⏦告、⣡付等の期㝈のᘏ㛗ไᗘࡀあります。ヲしくはࢪ࣮࣌��を参↷してください。

　ᅜ⛯ᗇࢪ࣮࣒࣮࣌࣍の「☜定⏦告書等作ᡂ࣮ࢼ࣮ࢥ」で作ᡂした⏦告書は、ࢻ࣮࣮࢝ࣂࣥࢼ࢖࣐とࢼ࢖࣐

]を用ពすれば、H�7D（ࢱ࢖ࣛࢲ࣮ࣜࢻ࣮࢝又は㹇㹁）࢛ࣥࣇࢺ࣮࣐ࢫㄞ取対ᛂのࢻ࣮࣮࢝ࣂࣥ を利用して

ᥦ出できます。また、事๓に⛯ົ⨫で手⥆していただければ、ࢻ࣮࣮࢝ࣂࣥࢼ࢖࣐とࢻ࣮࣮࢝ࣂࣥࢼ࢖࣐ㄞ

取対ᛂの࢛ࣥࣇࢺ࣮࣐ࢫ（又は㹇㹁ࢱ࢖ࣛࢲ࣮ࣜࢻ࣮࢝）を࠾ᣢࡕでない方でも、H�7D[ をࡈ利用できます。

な࠾、༳ๅして㒑㏦等によりᥦ出することもできます。ヲしくは、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���

ZZZ�QWD�JR�MSࠚをࡈぴください。

　贈与⛯の⏦告書をᥦ出する㝿には、ᥦ出の㒔ᗘ、ࣂࣥࢼ࢖࣐ （࣮ಶே␒号）の記載ࡀᚲせです。

　また、࣮ࣂࣥࢼ࢖࣐を記載した⏦告書をᥦ出する㝿は、⛯ົ⨫でᮏே☜ㄆ（␒号☜ㄆと㌟元☜

ㄆ）を⾜うたࡵ、⏦告をされる方（受贈者）のᮏே☜ㄆ書㢮（㸵ࢪ࣮࣌参↷）のᥦ♧又は෗しの添

付ࡀᚲせとなります。
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２ 贈与税の申告書の提出期間と提出先

令和３年分の贈与税の申告書の受付は、

贈与税の申告書は、受贈者の住所地の所轄税務署長に提出しなければなりません。

税務署の閉庁日（土・日曜日・祝日等）は、通常、税務署での相談及び申告書の受付は行って

おりませんのでご注意ください。ただし、一部の税務署では２月 20 日（日）と２月 27 日（日）に限

り日曜日でも、申告の相談及び申告書の受付を行います。

詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】で確認されるか、最寄りの税務署に

お尋ねください。

（注）

2 郵便又は信書便で送付する場合、通信日付印により表示された日を提出日とみなします。この日付が申告

書の提出期間内となるよう、お早めにご送付ください。 

3 「信書便」とは、民間事業者による信書の送達に関する法律に規定する一般信書便事業者又は特定信書

便事業者による信書便をいいます。 

4

1

３ 贈与税の申告書の種類

贈与税の申告書には、「第一表（兼贈与税の額の計算明細書）」、「第一表の二（住宅取得等資金の

非課税の計算明細書）」と「第二表（相続時精算課税の計算明細書）」などがあります。使用する贈

与税の申告書については、次の表のとおりとなっています。

なお、申告書とともに提出することとされている添付書類について重複する書類がある場合に

は、重ねて提出する必要はありません。

申 告 の 内 容 使用する申告書 

暦年課税のみを申告する人 第一表

相続時精算課税のみを申告する人 第一表と第二表

暦年課税と相続時精算課税の両方を申告する人 第一表と第二表

「住宅取得等資金の非課税」（61ページ参照）と暦年課税を申告する人 第一表と第一表の二

「住宅取得等資金の非課税」（61ページ参照）と相続時精算課税を申告する人
第一表と第一表の二と

第二表

(注)1 第一表の二は、１枚に記載できる贈与者は２人ですので、贈与者が３人以上の場合には複数枚を使用する

ことになります。 

2

3　特例の適用に当たって登記事項証明書の添付が必要となるものについては、申告書に不動産番号等を記入

 することにより、その添付を省略することができます。また、申告書に不動産番号を書ききれないときは、

 別途「取得した不動産に係る不動産番号等の明細書（相続税・贈与税用）」（国税庁ホームページ【https://

 www.nta.go.jp】に掲載）を使用することができます。

第二表は、特定贈与者（相続時精算課税選択届出書に係る贈与者をいいます。以下同じです。）ごとに作

成するため、特定贈与者が複数いる場合には、その人数分の枚数を使用することになります。

(注)1 本人確認書類の写しを添付する場合には、「本人確認書類（写）添付台紙」（75ページ参照）などに貼って、

提出してください。 

2 ご自宅等のパソコンから e-Taxで送信する場合は、本人確認書類を別途送付する必要はありません。 

４ マイナンバー（個人番号）の記載等について

令和４年２月１日（火）から令和４年３月 15 日（火）までです。

　申告書は、e-Tax（電子申告）で提出（送信）するほか、郵便や信書便による送付又は税務署の

時間外収受箱へ投函する方法により提出することができます。

　申告書の提出期限に遅れて申告と納税をした場合には、原則として加算税及び延滞税がかかりますのでご

注意ください。なお、災害その他やむを得ない理由によって、提出期限までに申告、納付等ができないとき

は、申告、納付等の期限の延長制度があります。詳しくは70ページを参照してください。

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」で作成した申告書は、マイナンバーカードとマイナ

ンバーカード読取対応のスマートフォン（又はＩＣカードリーダライタ）を用意すれば、e-Tax を利用して

提出できます。また、事前に税務署で手続していただければ、マイナンバーカードとマイナンバーカード読

取対応のスマートフォン（又はＩＣカードリーダライタ）をお持ちでない方でも、e-Tax をご利用できます。

なお、印刷して郵送等により提出することもできます。詳しくは、国税庁ホームページ【https://

www.nta.go.jp】をご覧ください。

　贈与税の申告書を提出する際には、提出の都度、マイナンバー（個人番号）の記載が必要です。

　また、マイナンバーを記載した申告書を提出する際は、税務署で本人確認（番号確認と身元確

認）を行うため、申告をされる方（受贈者）の本人確認書類（７ページ参照）の提示又は写しの添

付が必要となります。
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マイナンバーカードの有無 本人確認書類 添付又は提示 

マイナンバーカード

をお持ちの方

マイナンバーカード（個人番号カード）

※ 写しを添付する場合には、表面及び裏面の写しが必要です。

本人確認書類の

写しを、「本人確

認書類（写）添付

台紙」（75ページ

参照）などに貼っ

て、申告書と一緒

に提出する。

又は

本人確認書類を、

提出の際に提示

する。

マイナンバーカード

をお持ちでない方

①番号確認書類 及び ②身元確認書類

①

番号確認書類

《ご本人のマイナンバ

ーを確認できる書類》

・通知カード（注１） 

・住民票の写し又は住民票記載事

項証明書（マイナンバーの記載

があるものに限ります。）

などのうち、いずれか１つ

＋ 

②

身元確認書類

《記載したマイナンバ

ーの持ち主であること

を確認できる書類》

・運転免許証

・公的医療保険の被保険者証（注２）

・パスポート

・身体障害者手帳

・在留カード

などのうち、いずれか１つ

５  贈与税の納付

（1）納付すべき期限（納期限）

令和３年分の贈与税の納期限は、令和４年３月 15 日（火）です。

なお、納める贈与税額は、それぞれの課税方式（暦年課税・相続時精算課税）に区分して計算し

た額の合計額となります。 

（注） 納付が遅れた場合には、納期限の翌日から納付の日までの延滞税を併せて納付する必要があります。　

なお、延滞税の割合は、次のとおりです。 

 合 割

① 納期限の翌日から２か月

を経過する日まで 

年「7.3％」と「延滞税特例基準割合（※）＋１％」のいずれか低い
割合 

② 納期限の翌日から２か月

を経過した日以後 

年「14.6％」と「延滞税特例基準割合（※）＋7.3％」のいずれか低
い割合 

（2）納付手続

※ 延滞税特例基準割合

納付手続は、次のとおり様々な方法がありますので、ご自身で選択し、納付手続を

行ってください。なお、各納付手続の詳しい内容については、国税庁ホームページの

「国税の納付手続」【https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/01.htm】をご覧くだ

さい。

※ 申告書の提出後に税務署から納付書の送付や納付通知等のお知らせはありませ

んので、ご注意ください。また、贈与税には、振替納税の制度はありません。

国税の納付は、金融機関や税務署等の窓口に赴く必要がなく、ご自宅などから納付手続が可能な

非対面の「キャッシュレス納付」が便利です。

国税庁では次のとおり便利な納付の手続をご用意しておりますので、この機会に是非「キャッシ

ュレス納付」のご利用をお願いします。

左記のサイトは
上のコードからも
ご覧になれます。

平均貸付割合（各年の前々年の９月から前年の８月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の

合計を12で除して得た割合として各年の前年の11月30日までに財務大臣が告示する割合をいいます。）に、年１

％の割合を加算した割合

イ キャッシュレス納付

（注）１「通知カード」は令和２年５月25日に廃止されていますが、通知カードに記載された氏名、住所などが住民
票に記載されている内容と一致している場合に限り、引き続き番号確認書類として利用できます。

　　 ２  保険者番号及び被保険者等記号・番号部分が見えない程度にマスキング（塗りつぶし）をお願いします。

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/01.htm
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㸦�㸧㉗୚⛯のᘏ⣡ไᗘ�

贈与⛯は、⣡期㝈までに金銭で୍᫬に⣡付することࡀ原๎ですࡀ、⣡期㝈までに金銭で⣡付する

ことࡀᅔ㞴な事⏤ࡀある場合で、୍ 定のせ௳を‶たしているときには、ᘏ⣡ไᗘࡈࡀ利用できます。

な࠾、ᘏ⣡のヲしい内容については、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���www.nWa.go.jSࠚにᥖ載して

いる「相⥆⛯・贈与⛯のᘏ⣡の手引」をࡈぴください。

�࢖ ᘏ⣡の要௳�

ḟの⾲のせ௳の඲てを‶たす場合に、ᘏ⣡の許ྍࡀ受けられます。

�� 贈与⛯額ࡀ 10 ୓෇を㉸えていること。 

��
⣡期㝈までに金銭で⣡付することをᅔ㞴とする事⏤ࡀあり、その⣡付をᅔ㞴とする金額の⠊ᅖ内である

こと。 

�� ⣡期㝈までにᘏ⣡⏦ㄳ書及びᢸ保ᥦ供関係書㢮をᥦ出すること。 

�� ᘏ⣡⛯額（利Ꮚ⛯の額を含みます。）に相当するᢸ保をᥦ供すること。 

（注）1 ᘏ⣡⛯額1ࡀ��୓෇௨ୗで、࠿つ、ᘏ⣡期㛫ࡀ㸱年௨ୗである場合は、ᢸ保をᥦ供するᚲせはありません。 

   2 ⏦ㄳ期㝈までにᢸ保ᥦ供関係書㢮をᥦ出できない場合は、ᡤ㎄の⛯ົ⨫にࡈ相ㄯください。 

ࣟ� ᘏ⣡ᮇ㛫ཬࡧᘏ⣡利Ꮚ⛯�

㸦㺐㸧ᘏ⣡ᮇ㛫�

贈与⛯のᘏ⣡期㛫は、⏦ㄳにᇶ࡙き、そのேの事業の⥅⥆又は生άの≧ἣ等を考៖し、㸳年௨
内となります。な࠾、ᘏ⣡年๭額は、ᚲࡎしもྛ年ᆒ等であるᚲせはありません。

㸦㺹㸧ᘏ⣡利Ꮚ⛯�

ᘏ⣡⛯額には、年���㸣の๭合で利Ꮚ⛯࠿࠿ࡀります。 

ただし、ᘏ⣡特例ᇶ‽๭合（ͤ）ࡀ年��3㸣に‶たない場合は、ḟの⟬式により計⟬した๭合 

（��1㸣ᮍ‶の➃ᩘࡀあるときはこれをษりᤞて、��1㸣ᮍ‶の๭合であるときは年��1㸣の๭合

となります。）ࡀ適用されます。

㸦㺐㸧ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡௜

　H�7D[ により⏦告書をᥦ出したᚋ、⣡⛯者ࡈ自㌟名⩏の預貯金ཱྀ座࠿ら、༶᫬又はᣦ定した期

᪥に、ཱྀ 座引ⴠしにより電Ꮚ⣡付する手⥆です。ࡈ利用に当たっては、事๓に⛯ົ⨫へ H�7D[ の

利用㛤ጞ手⥆を⾜った上、ᑓ用のᒆ出書を H�7D[ でᥦ出するᚲせࡀあります（㒑㏦等もྍ）。
（注）㸯　ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付は、ᑓ用のᒆ出書をᥦ出して࠿ら利用ྍ⬟となるまで㸯࠿᭶⛬ᗘ࠿࠿ります。

㸰　ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付によりཱྀ座引ⴠしࡀ᏶஢すると、H�7D[ の࣓ࢫࢡࢵ࣎ࢪ࣮ࢭࢵに「ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付᏶஢

通▱」ࡀ᱁⣡されますので、ᚲࡈࡎ☜ㄆください。

㸦㺹㸧ࢢࣥ࢟ࣥࣂࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖等

対ᛂの金⼥機関の㸿㹒㹋等を利用して電Ꮚ⣡付する手࣮ࢪ࢖࣌やࢢࣥ࢟ࣥࣂࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖　

⥆です。ࡈ利用に当たっては、事๓に⛯ົ⨫へ H�7D[ の利用㛤ጞ手⥆を⾜っていただくᚲせࡀあり

ます。

㸦㺨㸧ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡ⣡௜

。ら⣡付する手⥆です࠿「ࢺ࢖ࢧ支ᡶ࠾ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡ⛯ᅜ」を利用してࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖　
（注）㸯　⣡付⛯額にᛂࡌたỴ῭手ᩘ料࠿࠿ࡀります。

㸰　金⼥機関や࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥ、⛯ົ⨫の❆ཱྀでは、ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡによる⣡付はできません。

㸦㺐㸧㹏㹐࡛࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥࡿࡼ࡟ࢻ࣮ࢥの⣡௜

ら⣡付にᚲせな࠿等࣒ࢸࢫࢩでᥦ供する作ᡂࢪ࣮࣒࣮࣌࣍などで、ᅜ⛯ᗇࣥࢥࢯࣃ自宅のࡈ　

᝟ሗを㹏㹐ࢻ࣮ࢥとして作ᡂ（༳ๅ）し、࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥで⣡付する手⥆です。
（注）㸯　⣡付できる金額は 3� ୓෇௨ୗとなります。

㸰　「㹏㹐ࢻ࣮ࢥ」は、株式఍社ࣈ࣮࢙࣮࢘ࢯࣥࢹのⓏ㘓商ᶆです。

㸦㺹㸧㔠⼥ᶵ㛵ཪࡣ⛯ົ⨫の❆ཱྀ࡛の⣡௜

　金⼥機関又はᡤ㎄の⛯ົ⨫の❆ཱྀで、現金に⣡付書を添えて⣡付する手⥆です。
㸯　⣡付書は、⛯ົ⨫又はᡤ㎄の⛯ົ⨫⟶内の金⼥機関に用ពしています。金⼥機関に⣡付書ࡀない場合

には、ᡤ㎄の⛯ົ⨫にࡈ㐃⤡ください。

㸰　⣡付書の記入方ἲは、⣡付書の⿬㠃を参↷してください。また、住ᡤ、Ặ名、⛯額、⏦告書をᥦ出した⛯

ົ⨫名など、ᚲせ事㡯の記入₃れࡀないよう、ࡈ注ពください。

㔠⣡௜⌧ࠉࣟ

（注）
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ࣁ ᢸಖの種類等�

㸦㺐㸧ᢸಖ࡜し࡚㐺᱁࡞財産

ᘏ⣡のᢸ保としてᥦ供できる財産の種㢮は、ḟの⾲にᥖࡆる財産に㝈られます。

な࠾、ᘏ⣡のᢸ保は、贈与を受けた財産に㝈らࡎ、自ᕫのᅛ有の財産又は➨୕者ࡀᡤ有して

いる財産であっても差し支えありません。

1 ᅜ債及び地方債 

2 社債その他の有価証券で⛯ົ⨫㛗等ࡀ☜ᐇとㄆࡵるもの 

3 土地 

4 建物、立木等で保険に㝃したもの 

5 㕲㐨財ᅋ等 

6 ⛯ົ⨫㛗等ࡀ☜ᐇとㄆࡵる保証ேの保証 

（注） 上記の⾲の 2の有価証券のうࡕ、取引相場のない株式については、ḟのいࡎれ࠿にヱ当する事⏤ࡀある

場合に㝈り、ᢸ保としてᥦ供することࡀできます。 

ձ 贈与により取得した財産の࡯とんどࡀ取引相場のない株式で、࠿つ、その株式௨እにᘏ⣡のᢸ保とし

てᥦ供す࡭き適当な財産ࡀないとㄆࡵられること。 

ղ 取引相場のない株式௨እに財産ࡀあるࡀ、その財産ࡀ他の債ົのᢸ保となって࠾り、ᘏ⣡のᢸ保とし

てᥦ供することࡀ適当でないとㄆࡵられること。 

㸦㺹㸧ᢸಖ࡜し࡚୙㐺᱁࡞財産�

ᢸ保となる財産は、そのᢸ保に係るᅜ⛯をᚩ཰できる金銭価್を有するものでなければな

らないこと࠿ら、୍⯡的にḟの⾲にᥖࡆるようなものはᢸ保として୙適᱁とされます。 

1 ἲ௧上ᢸ保権のタ定又はฎศࡀ⚗Ṇされているもの 

2 㐪ἲ建築、土地の㐪ἲ利用のたࡵ建物除ཤ命௧等ࡀされているもの 

3 ᡤ有権をதっている場合など、係த୰のもの 

4 売却できるぢ㎸みのないもの 

5 ඹ有財産のᣢศ（ඹ有者඲ဨࡀᣢศ඲㒊をᥦ供する場合を除きます。） 

6 ᢸ保に係るᅜ⛯の㝃ᖏ⛯を含ࡴ඲額をᢸ保としていないもの 

7 ᢸ保の存⥆期㛫ࡀᘏ⣡期㛫より▷いもの 

8 ➨୕者又はἲ定௦⌮ே等のྠពࡀᚲせな場合に、そのྠពࡀ得られないもの 

ͤ ㉗୚ࡅཷࢆたேࡀ㉗୚⛯ࢆ⣡࡞࠺ࡼ࠸࡞ࢀࡽࡵሙྜࡣ࡟、財産ࢆ㉗୚したே࡟、㉗୚した財産

の౯㢠࡟┦ᙜࡿࡍ㔠㢠ࢆ㝈ᗘ࡜し࡚、㉗୚⛯ࢆ㐃ᖏし࡚⣡௜し࡚࠸たࠋࡍࡲࡾ࡞࡟࡜ࡇࡃࡔ

㸴 ㉗୚⛯の⏦࿌࡟ㄗࡿ࠶ࡀࡾሙྜ

㸦�㸧ㄗ࡚ࡗᑡࡃ࡞⏦࿌したሙྜ�

贈与⛯の⏦告書をᥦ出したᚋに、⏦告をしな࠿った財産や、ホ価のㄗりなどࡀあったたࡵ、ㄢ⛯

価᱁や⛯額ࡀᑡな࠿ったことなどにẼ付いたときは、原๎として、๓にᥦ出した贈与⛯の⏦告書に

記載したㄢ⛯価᱁や⛯額等をಟṇするಟṇ⏦告書をᥦ出することࡀできます。 

な࠾、ಟṇ⏦告書のᥦ出により⣡付することとなる⛯額には、加⟬⛯及びᘏ⁫⛯࠿࠿ࡀる場合ࡀ

ありますので、ࡈ注ពください。 

㸦�㸧ㄗ࡚ࡗከࡃ⏦࿌したሙྜ

贈与⛯の⏦告書をᥦ出したᚋに、上記(1)とは཯対に計⟬やホ価のㄗりなどでㄢ⛯価᱁や⛯額ࡀ

ከ㐣ࡂたことなどにẼ付いたときは、贈与⛯の⏦告書のᥦ出期㝈࠿ら୍定の期㛫に㝈り、ㄗってい

たㄢ⛯価᱁や⛯額等をṇ当なㄢ⛯価᱁や⛯額等に┤すたࡵに、᭦ṇのㄳồをすることࡀできます。 

　ヲしくは、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MSࠚで☜ㄆされる࠿、⛯ົ⨫に࠾ᑜࡡく

ださい。 

（⟬式） 

               6��㸣 �  ᘏ⣡特例ᇶ‽๭合（ͤ）

    7.3㸣         

ͤ ᘏ⣡特例ᇶ‽๭合 

ྛศ⣡期㛫の㛤ጞの᪥のᒓする年の　　　　　　　　　　　　　　　　　利Ꮚ⛯特例ᇶ‽๭合（ᖹᆒ貸付๭合（㸵ࢪ࣮࣌の㸳（1）ͤ 参↷）に、年 0.5㸣の๭

合を加⟬した๭合をいいます。）
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㸦�㸧㉗୚⛯のᘏ⣡ไᗘ�

贈与⛯は、⣡期㝈までに金銭で୍᫬に⣡付することࡀ原๎ですࡀ、⣡期㝈までに金銭で⣡付する

ことࡀᅔ㞴な事⏤ࡀある場合で、୍ 定のせ௳を‶たしているときには、ᘏ⣡ไᗘࡈࡀ利用できます。

な࠾、ᘏ⣡のヲしい内容については、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���www.nWa.go.jSࠚにᥖ載して

いる「相⥆⛯・贈与⛯のᘏ⣡の手引」をࡈぴください。

�࢖ ᘏ⣡の要௳�

ḟの⾲のせ௳の඲てを‶たす場合に、ᘏ⣡の許ྍࡀ受けられます。

�� 贈与⛯額ࡀ 10 ୓෇を㉸えていること。 

��
⣡期㝈までに金銭で⣡付することをᅔ㞴とする事⏤ࡀあり、その⣡付をᅔ㞴とする金額の⠊ᅖ内である

こと。 

�� ⣡期㝈までにᘏ⣡⏦ㄳ書及びᢸ保ᥦ供関係書㢮をᥦ出すること。 

�� ᘏ⣡⛯額（利Ꮚ⛯の額を含みます。）に相当するᢸ保をᥦ供すること。 

（注）1 ᘏ⣡⛯額1ࡀ��୓෇௨ୗで、࠿つ、ᘏ⣡期㛫ࡀ㸱年௨ୗである場合は、ᢸ保をᥦ供するᚲせはありません。 

   2 ⏦ㄳ期㝈までにᢸ保ᥦ供関係書㢮をᥦ出できない場合は、ᡤ㎄の⛯ົ⨫にࡈ相ㄯください。 

ࣟ� ᘏ⣡ᮇ㛫ཬࡧᘏ⣡利Ꮚ⛯�

㸦㺐㸧ᘏ⣡ᮇ㛫�

贈与⛯のᘏ⣡期㛫は、⏦ㄳにᇶ࡙き、そのேの事業の⥅⥆又は生άの≧ἣ等を考៖し、㸳年௨
内となります。な࠾、ᘏ⣡年๭額は、ᚲࡎしもྛ年ᆒ等であるᚲせはありません。

㸦㺹㸧ᘏ⣡利Ꮚ⛯�

ᘏ⣡⛯額には、年���㸣の๭合で利Ꮚ⛯࠿࠿ࡀります。 

ただし、ᘏ⣡特例ᇶ‽๭合（ͤ）ࡀ年��3㸣に‶たない場合は、ḟの⟬式により計⟬した๭合 

（��1㸣ᮍ‶の➃ᩘࡀあるときはこれをษりᤞて、��1㸣ᮍ‶の๭合であるときは年��1㸣の๭合

となります。）ࡀ適用されます。

㸦㺐㸧ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡௜

　H�7D[ により⏦告書をᥦ出したᚋ、⣡⛯者ࡈ自㌟名⩏の預貯金ཱྀ座࠿ら、༶᫬又はᣦ定した期

᪥に、ཱྀ 座引ⴠしにより電Ꮚ⣡付する手⥆です。ࡈ利用に当たっては、事๓に⛯ົ⨫へ H�7D[ の

利用㛤ጞ手⥆を⾜った上、ᑓ用のᒆ出書を H�7D[ でᥦ出するᚲせࡀあります（㒑㏦等もྍ）。
（注）㸯　ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付は、ᑓ用のᒆ出書をᥦ出して࠿ら利用ྍ⬟となるまで㸯࠿᭶⛬ᗘ࠿࠿ります。

㸰　ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付によりཱྀ座引ⴠしࡀ᏶஢すると、H�7D[ の࣓ࢫࢡࢵ࣎ࢪ࣮ࢭࢵに「ࢺࢡࣞ࢖ࢲ⣡付᏶஢

通▱」ࡀ᱁⣡されますので、ᚲࡈࡎ☜ㄆください。

㸦㺹㸧ࢢࣥ࢟ࣥࣂࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖等

対ᛂの金⼥機関の㸿㹒㹋等を利用して電Ꮚ⣡付する手࣮ࢪ࢖࣌やࢢࣥ࢟ࣥࣂࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖　

⥆です。ࡈ利用に当たっては、事๓に⛯ົ⨫へ H�7D[ の利用㛤ጞ手⥆を⾜っていただくᚲせࡀあり

ます。

㸦㺨㸧ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡ⣡௜

。ら⣡付する手⥆です࠿「ࢺ࢖ࢧ支ᡶ࠾ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡ⛯ᅜ」を利用してࢺࢵࢿ࣮ࢱࣥ࢖　
（注）㸯　⣡付⛯額にᛂࡌたỴ῭手ᩘ料࠿࠿ࡀります。

㸰　金⼥機関や࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥ、⛯ົ⨫の❆ཱྀでは、ࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪࣞࢡによる⣡付はできません。

㸦㺐㸧㹏㹐࡛࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥࡿࡼ࡟ࢻ࣮ࢥの⣡௜

ら⣡付にᚲせな࠿等࣒ࢸࢫࢩでᥦ供する作ᡂࢪ࣮࣒࣮࣌࣍などで、ᅜ⛯ᗇࣥࢥࢯࣃ自宅のࡈ　

᝟ሗを㹏㹐ࢻ࣮ࢥとして作ᡂ（༳ๅ）し、࢔ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥで⣡付する手⥆です。
（注）㸯　⣡付できる金額は 3� ୓෇௨ୗとなります。

㸰　「㹏㹐ࢻ࣮ࢥ」は、株式఍社ࣈ࣮࢙࣮࢘ࢯࣥࢹのⓏ㘓商ᶆです。

㸦㺹㸧㔠⼥ᶵ㛵ཪࡣ⛯ົ⨫の❆ཱྀ࡛の⣡௜

　金⼥機関又はᡤ㎄の⛯ົ⨫の❆ཱྀで、現金に⣡付書を添えて⣡付する手⥆です。
㸯　⣡付書は、⛯ົ⨫又はᡤ㎄の⛯ົ⨫⟶内の金⼥機関に用ពしています。金⼥機関に⣡付書ࡀない場合

には、ᡤ㎄の⛯ົ⨫にࡈ㐃⤡ください。

㸰　⣡付書の記入方ἲは、⣡付書の⿬㠃を参↷してください。また、住ᡤ、Ặ名、⛯額、⏦告書をᥦ出した⛯

ົ⨫名など、ᚲせ事㡯の記入₃れࡀないよう、ࡈ注ពください。

㔠⣡௜⌧ࠉࣟ

（注）
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　　　贈与᫬に᪥ᮏᅜ⡠を有しない㠀居住↓ไ㝈⣡⛯⩏ົ者にヱ当した者ࡀ▷期㠀居住贈与者（注）࠿らの贈与により財

産を取得した場合のそのㄢ⛯の対㇟となる財産は、ḟの場合の༊ศにᛂࡌ、それࡒれḟに定ࡵる財産となります。

օ　その者に係る▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣する᪥までに෌びᅜ内に住ᡤ

を有することとなった場合　当ヱ贈与により取得した財産の඲㒊

ֆ　その者に係る▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣した場合（օにヱ当する場合

を除く。）　当ヱ贈与により取得した財産のうࡕᅜ内財産

（注）　「▷期㠀居住贈与者」とは、贈与の᫬に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していな࠿ったその贈与をしたேであって、

その贈与๓1�年௨内のいࡎれ࠿の᫬に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していたことࡀあるேのうࡕᅜ内に住ᡤを有しな

くなった᪥๓1�年௨内に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していた期㛫の合計1ࡀ�年を㉸えるே（その期㛫引き⥆き᪥ᮏ

ᅜ⡠を有していな࠿ったேに㝈ります。）で、ྠ᪥࠿ら㸰年を⤒㐣していないேをいいます。

○　贈与時に日本国籍を有しない非居住無制限納税義務者に該当した者が短期非居住贈与者から贈与により財産を取得した
場合の贈与税の申告書の提出期間
　贈与⛯の⏦告は、原๎として、贈与を受けた年の⩣年㸰᭶㸯᪥࠿ら㸱᭶1�᪥までの㛫に⾜うこととされていますࡀ、上記

㸲にヱ当する場合のその贈与を受けた年ศの贈与⛯の⏦告は、▷期㠀居住贈与者௨እの者࠿らの贈与により取得した財産も

含ࡵ、その期㛫ではなく、ḟの場合の༊ศにᛂࡌ、それࡒれḟに定ࡵる期㛫に⾜うᚲせࡀあります（当ヱ期㛫内にᥦ出され

る⏦告書は、期㝈内⏦告となります。）。

ձ　上記㸲օにヱ当する場合　その▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有することとなった᪥のᒓする年の⩣年㸰᭶㸯᪥࠿ら

㸱᭶1�᪥

ղ　上記㸲ֆにヱ当する場合　その▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣した᪥のᒓする年の

⩣年㸰᭶㸯᪥࠿ら㸱᭶1�᪥

㸦�㸧

ͤ㸯　出入ᅜ⟶⌮及び㞴Ẹㄆ定ἲ別⾲➨㸯のᅾ␃資᱁を有するேで、贈与๓1�年௨内に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していた
期㛫の合計1ࡀ�年௨ୗのே

㸰　出入ᅜ⟶⌮及び㞴Ẹㄆ定ἲ別⾲➨㸯のᅾ␃資᱁を有するே
㸱　ᖹᡂ2�年㸲᭶㸯᪥࠿ら௧࿴㸲年㸱᭶31᪥までの㛫に㠀居住እᅜே（ᖹᡂ2�年㸲᭶1᪥࠿ら贈与の᫬まで引き⥆きᅜ
内に住ᡤを有しないேであって、᪥ᮏᅜ⡠を有しないேをいいます。）࠿ら贈与により財産を取得した場合に࠾い
て、その財産を取得したேࡀその取得᫬にᅜ内に住ᡤを有しないேで、࠿つ、᪥ᮏᅜ⡠を有しないேであるときは、
この⾲にࢃ࠿࠿らࡎ、㠀居住ไ㝈⣡⛯⩏ົ者にヱ当します。

㸲　ᖹᡂ3�年㸲᭶㸯᪥࠿ら௧࿴㸱年㸱᭶31᪥までの㛫に贈与により財産を取得した場合に࠾いて、その贈与᫬に᪥ᮏ
ᅜ⡠を有しない㠀居住↓ไ㝈⣡⛯⩏ົ者にヱ当したேࡀ▷期㠀居住贈与者(注�࠿らの贈与により財産を取得した場合
のそのㄢ⛯の対㇟となる財産は、ḟの場合の༊ศにᛂࡌ、それࡒれḟに定ࡵる財産となります。
օ　そのேに係る▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣する᪥までに෌びᅜ内に住ᡤ
を有することとなった場合　その贈与により取得した財産の඲㒊

ֆ　そのேに係る▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣した場合（օにヱ当する場合
を除きます。）　その贈与により取得した財産のうࡕᅜ内財産

(注�　「▷期㠀居住贈与者」とは、贈与の᫬に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していな࠿ったその贈与をしたேであって、
その贈与๓1�年௨内のいࡎれ࠿の᫬に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していたことࡀあるேのうࡕᅜ内に住ᡤを有しな
くなった᪥๓1�年௨内に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していた期㛫の合計1ࡀ�年を㉸えるே（その期㛫引き⥆き᪥ᮏ
ᅜ⡠を有していな࠿ったேに㝈ります。）で、ྠ᪥࠿ら㸰年を⤒㐣していないேをいいます。

㸳　ḟのօ又はֆにᥖࡆるே
օ　ᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥๓1�年௨内に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していた期㛫の合計1ࡀ�年௨ୗであるே
（その期㛫引き⥆き᪥ᮏᅜ⡠を有していな࠿ったேに㝈ります。）

ֆ　ᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥๓1�年௨内に࠾いてᅜ内に住ᡤを有していた期㛫の合計1ࡀ�年を㉸えるே（そ
の期㛫引き⥆き᪥ᮏᅜ⡠を有していな࠿ったேに㝈ります。）のうྠࡕ᪥࠿ら㸰年を⤒㐣しているே

㸴　贈与๓1�年௨内のᅜ内に住ᡤを有していたいࡎれの᫬に࠾いても᪥ᮏᅜ⡠を有していな࠿ったே

取得したࢆ財産ࡾࡼ࡟୚㉗ࡽ࠿⪅ᮇ㠀ᒃఫ㉗୚▷ࡀヱᙜしたே࡟⪅ົ⩏⛯㠀ᒃఫ↓ไ㝈⣡࠸࡞᭷しࢆ᪥ᮏᅜ⡠࡟୚᫬㉗ࠉۑ

ሙྜの㉗୚⛯の⏦࿌᭩のᥦฟᮇ㛫

　贈与⛯の⏦告は、原๎として、贈与を受けた年の⩣年㸰᭶㸯᪥࠿ら㸱᭶1�᪥までの㛫に⾜うこととされていますࡀ、上

記ͤ㸲にヱ当する場合のその贈与を受けた年ศの贈与⛯の⏦告は、▷期㠀居住贈与者௨እのே࠿らの贈与により取得した

財産も含ࡵ、その期㛫ではなく、ḟの場合の༊ศにᛂࡌ、それࡒれḟに定ࡵる期㛫に⾜うᚲせࡀあります（その期㛫内に

ᥦ出される⏦告書は、期㝈内⏦告となります。）。

ձ　上記ͤ㸲օにヱ当する場合　その▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有することとなった᪥のᒓする年の⩣年㸰᭶㸯᪥

ら㸱᭶1�᪥まで࠿

ղ　上記ͤ㸲ֆにヱ当する場合　その▷期㠀居住贈与者ࡀᅜ内に住ᡤを有しなくなった᪥࠿ら㸰年を⤒㐣した᪥のᒓする

年の⩣年㸰᭶㸯᪥࠿ら㸱᭶1�᪥まで

贈与者

受贈者 ᅜ内に住ᡤあり

ᅜ内に住ᡤあり

㹙௧࿴�ᖺ�᭶�᪥㹼�᭶��᪥の㉗୚㹛

　▷期⁫ᅾのእᅜே（ͤ㸯）

㹙௧࿴�ᖺ�᭶�᪥㹼��᭶��᪥の㉗୚㹛

　እᅜே（ͤ㸰）

(ͤ㸱、㸲�

㹙௧࿴�ᖺ�᭶�᪥㹼�᭶��᪥の㉗୚㹛

　୍定のእᅜே（ͤ㸳）

㹙௧࿴�ᖺ�᭶�᪥㹼��᭶��᪥の㉗୚㹛

　እᅜே（ͤ㸴）

ᅜ内に住ᡤなし

᪥ᮏᅜ⡠あり

1�年௨内に
住ᡤあり

1�年௨内に住ᡤあり

ᒃ
ఫ
↓
ไ
㝈
⣡
⛯
⩏
ົ
⪅
ࠉ

（
国
内
財
産
・
国
外
財
産
と
も
に
課
税
）

㠀
ᒃ
ఫ
↓
ไ
㝈
⣡
⛯
⩏
ົ
⪅

（
国
内
財
産
・
国
外
財
産
と
も
に
課
税
）

ᒃ
ఫ
ไ
㝈
⣡
⛯
⩏
ົ
⪅
ࠉ

（
国
内
財
産
の
み
に

　
　
　
　
　
　

課
税
）

㠀
ᒃ
ఫ
ไ
㝈
⣡
⛯
⩏
ົ
⪅
ࠉ

（
国
内
財
産
の
み
に

　
　
　
　
　
　

課
税
）

ᒃ
ఫ
ไ
㝈

⣡
⛯
⩏
ົ
⪅

㠀
ᒃ
ఫ
ไ
㝈

⣡
⛯
⩏
ົ
⪅

1�年௨内に住ᡤなし

1�年௨内に
住ᡤなし

᪥ᮏᅜ⡠
なし

ᅜ内に
住ᡤ
なし

▷期⁫ᅾの
እᅜே
（ͤ㸯）
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参

考

㸦�㸧㉗୚⛯のㄢ⛯財産  

贈与⛯࠿࠿ࡀる財産は、「࢖ ㉗୚ࡅཷࢆた財産」及び「ࣟ ㉗୚ࡅཷࢆたࡶのࡿࢀࡉ࡞ࡳ࡜財産」

です。 

࢖ ㉗୚ࡅཷࢆた財産�

贈与を受けた財産とは、「あࡆましࡻう」「もらいましࡻう」という当事者㛫のዎ⣙により取得

した土地、家屋、立木、事業（農業）用財産、有価証券、家庭用財産、㈗金ᒓ、ᐆ▼、書画・

骨とう、預貯金、現金などの୍ษの財産です。
（注）1 ぶの土地や家屋を↓償でᏊの名⩏にኚ᭦したり、ኵの株式を↓償でጔの名⩏にኚ᭦した場合など、↓償

で୙動産や有価証券などの財産の名⩏をኚ᭦した場合には、原๎として、᪂たに名⩏ேとなったேࡀ、その

財産を贈与によって取得したものとされます。

2 ぶࡀ㈙い入れた土地や家屋をᏊの名⩏でⓏ記したり、ኵࡀ㈙った株式をጔの名⩏にした場合など、㈙い入

れた୙動産や有価証券などの財産の名⩏を他ே名⩏にした場合には、原๎として、その名⩏ேとなったேࡀ、

その取得資金を贈与によって取得したものとされます。

3 ᏊやᏞࡀ、土地や家屋を取得するたࡵにぶや♽∗ẕ࠿ら資金の᥼ຓを受けた場合には、その᥼ຓࡀ贈与で

あるときはもࢁࡕん、その᥼ຓࡀ貸借の形式をとっていても、その㏉῭ࡀ「出ୡᡶい」や「ある᫬ᡶいのദ

ಁなし」のように、ᐇ㉁的に贈与とㄆࡵられるものであるときは、その資金を贈与によって取得したものと

されます。

4 ඹാきኵ፬ࡀ、土地や家屋を取得し、ኵ又はጔのどࡕら୍࠿方の名⩏にした場合には、名⩏ேとなったே

は、土地や家屋の取得に඘てた資金のうࡕ他の୍方のேࡀ㈇ᢸした㒊ศを、そのே࠿ら贈与によって取得し

たものとされます。

ࣟ ㉗୚ࡅཷࢆたࡶのࡿࢀࡉ࡞ࡳ࡜財産�

贈与を受けた財産ではなくても、ḟの⾲にᥖࡆる財産又は利益は、贈与によって取得したもの

とみなされます。

1 ጤ託者௨እのேを受益者とする信託ࢃ⾜ࡀれた場合の信託受益権

� 保険料を㈇ᢸしたே௨እのேࡀ受け取った保険金（相⥆⛯ࡀㄢ⛯される保険金は除࠿れます。）

3 掛金や保険料を㈇ᢸしたே௨እのேࡀ定期金の⤥付を受けることとなった場合の定期金の受⤥権

4 著しく低い価額で財産を譲り受けたことによる利益 

5 債ົのච除、引受け等を受けたことによる利益

ら࠿1 6 5までにᥖࡆる財産又は利益௨እの⤒῭的な利益を受けたことによる利益

7 
ᩍ⫱資金の㠀ㄢ⛯（ࢪ࣮࣌��参↷）の適用を受ける信託受益権又は金銭等に係るᩍ⫱資金⟶⌮ዎ⣙ࡀ⤊

஢した場合に㠀ㄢ⛯ᣐ出額࠿らᩍ⫱資金支出額及び⟶⌮ṧ額を᥍除したṧ額 

8
⤖፧・Ꮚ⫱て資金の㠀ㄢ⛯（ࢪ࣮࣌��参↷）の適用を受ける信託受益権又は金銭等に係る⤖፧・Ꮚ⫱て

資金⟶⌮ዎ⣙ࡀ⤊஢した場合に㠀ㄢ⛯ᣐ出額࠿ら⤖፧・Ꮚ⫱て資金支出額及び⟶⌮ṧ額を᥍除したṧ額

ࣁ ㉗୚⛯࠸࡞ࡽ࠿࠿ࡀ財産�

贈与を受けた財産であっても、ḟの⾲にᥖࡆる財産には贈与⛯は࠿࠿りません。

1 ἲே࠿ら贈与を受けた財産（贈与⛯ではなくᡤ得⛯࠿࠿ࡀります。）

�
ᢇ養⩏ົ者相஫㛫でᩍ⫱㈝や生ά㈝に඘てるたࡵに贈与を受けた財産で通常ᚲせとㄆࡵられる⠊ᅖ内

のもの

3 
᐀ᩍ、ឿၿ、Ꮫ⾡その他公益を目的とする事業を⾜うேで୍定のせ௳にヱ当するேࡀ、贈与を受けた

財産で、その公益を目的とする事業の用に供することࡀ☜ᐇなもの

4 
Ꮫ⾡に関する㢧著な㈉⊩を⾲ᙲするものとして又は㢧著な価್ࡀあるᏛ⾡に関する◊✲をዡບするも

のとして財ົ኱⮧のᣦ定する特定の公益信託࠿ら஺付された金品で財ົ኱⮧のᣦ定するもの 

5 Ꮫ生や生ᚐに対するᏛ資の支⤥を⾜うことを目的とする特定の公益信託࠿ら஺付された金品

6 ᚰ㌟㞀ᐖ者ඹ῭ไᗘにᇶ࡙く⤥付金の受⤥権

7 
ᅜ఍㆟ဨ、地方公ඹᅋయの㆟఍の㆟ဨ、㒔㐨ᗓ┴▱事及びᕷ⏫ᮧ㛗の㑅ᣲのೃ⿵者ࡀ、㑅ᣲ㐠動に関

して贈与を受けた金品などで、㑅ᣲ⟶⌮ጤဨ఍にሗ告されたもの

8
相⥆又は㑇贈によって財産を取得したேࡀ、その相⥆のあった年にその⿕相⥆ே࠿ら贈与を受けた財

産で、特定贈与財産（12ࢪ࣮࣌参↷）にヱ当しないもの（贈与⛯ではなく相⥆⛯࠿࠿ࡀります。）

9 社஺上の㤶඾や贈⟅品などで社఍通ᛕ上相当とㄆࡵられるもの

10 特定㞀ᐖ者ᢇ養信託ዎ⣙にᇶ࡙く信託受益権で㠀ㄢ⛯の適用を受けるもの

11 住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯（�1、�3ࢪ࣮࣌参↷）の適用を受ける金銭

��� ᩍ⫱資金の㠀ㄢ⛯（ࢪ࣮࣌��参↷）の適用を受ける信託受益権又は金銭等

13 ⤖፧・Ꮚ⫱て資金の㠀ㄢ⛯（ࢪ࣮࣌��参↷）の適用を受ける信託受益権又は金銭等
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ᐃ㉗୚財産ࠖ≉ࠕ

特定贈与財産（11ࢪ࣮࣌）とは、贈与᫬に࠾いて⿕相⥆ேとの፧ጻ期㛫2ࡀ�年௨上であるその⿕相⥆ேの配偶

者（᪤に⿕相⥆ே࠿らの贈与について贈与⛯の配偶者᥍除の特例の適用を受けたことࡀないேに㝈ります。）ࡀ、

その⿕相⥆ே࠿ら贈与を受けた居住用୙動産又は金銭のうࡕ、贈与⛯の配偶者᥍除の特例の適用ࡀあるものとし

た場合に、᥍除されることとなる金額（2����୓෇ࡀ㝈ᗘとなります。）に相当する㒊ศとして、相⥆⛯の⏦告書

に࠾いて㑅ᢥする㒊ศをいいます。  

な࠾、この特定贈与財産については、「贈与⛯࠿࠿ࡀらない財産」（11ࢪ࣮࣌のࣁの㸶参↷）には含まれません

ので、贈与⛯の⏦告をしなければなりません。贈与⛯の配偶者᥍除の特例のせ௳については、�1ࢪ࣮࣌を参↷し

てください。 

㸦�㸧ಙク࡟㛵ࡿࡍᶒ利等の㉗୚�

᪂たに信託のタ定を⾜った場合などで、適ṇな対価を㈇ᢸすることなく受益権等を取得した場合

には、贈与⛯の⏦告ࡀᚲせとなります。 

また、信託をタ定する᫬Ⅼに࠾いて受益者等の存しない信託で、ᑗ᮶、ጤ託者のぶ᪘等ࡀ受益者

となる信託のタ定を⾜った場合（例えば、信託をタ定した᫬Ⅼではまだ生まれていないᏞ等を受益

者としてᣦ定した場合）には、信託の受託者は、贈与⛯の⏦告ࡀᚲせとなります。 

ಙクのタᐃ等ࡾࡼ࡟㉗୚⛯のㄢ⛯㛵ಀࢫ࣮ࢣࡿࡌ⏕ࡀ㸦౛㸧

1 ጤク⪅ࡿ࡞␗ࡀ⪅┈ཷ࡜ሙྜ�

         （財産を信託）      （受益権をタ定）

㹀に贈与⛯ࡀㄢ⛯されます。

2 �ኚ᭦したሙྜࢆ⪅┈ཷ

         （財産を信託）     （受益権をタ定）
                                㹁に贈与⛯ࡀ

（受益者をኚ᭦）        ㄢ⛯されます。

� ཷ┈⪅の୍㒊のேࡀᶒ利ࢆᨺᲠしたሙྜ�

  
          （財産を信託）    （受益権をタ定）
                                                                      㹁に贈与⛯ࡀ

     （㹀ࡀ受益権をᨺᲠ）       ㄢ⛯されます。

4 ಙクࡀ⤊஢しṧవ財産ࡀ⤥௜ࢀࡉたሙྜ�
  

      （財産を信託）       （信託の⤊஢）

                                              㹁に贈与⛯ࡀ

                                   ㄢ⛯されます。

                                 （ṧవ財産の⤥付）                                  

受益者

㹀

ጤ託者

㸿

受託者

㹖

受益者

㹀

ጤ託者

㸿

受託者

㹖

受益者

㹀

受益者

㹁

ጤ託者

㸿

受託者

㹖

受益者

㹀・㹁

ጤ託者
㸿

受託者

㹖

受益者

㹁

ṧవ財産

受益者㹁

㸦�㸧㉗୚財産のホ౯  

贈与を受けた財産の価額は、原๎として、贈与を受けた᫬の᫬価でホ価します。

୺な財産のホ価のあらましは、ḟのと࠾りです。

　ヲしくは、ᅜ⛯ᗇ࠙ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MSࠚで☜ㄆされる࠿、⛯ົ⨫に࠾ᑜࡡくださ

い。

࢖ ᅵᆅ�

(㺐��Ꮿᆅ

宅地のホ価方式には、࠙ ㊰⥺౯᪉ᘧࠚと࠙ಸ⋡᪉ᘧࠚという㸰つの方ἲࡀあります。
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「特定贈与財産」

特定贈与財産（11ページ）とは、贈与時において被相続人との婚姻期間が20年以上であるその被相続人の配偶

者（既に被相続人からの贈与について贈与税の配偶者控除の特例の適用を受けたことがない人に限ります。）が、

その被相続人から贈与を受けた居住用不動産又は金銭のうち、贈与税の配偶者控除の特例の適用があるものとし

た場合に、控除されることとなる金額（2,000万円が限度となります。）に相当する部分として、相続税の申告書

において選択する部分をいいます。

なお、この特定贈与財産については、「贈与税がかからない財産」（11ページのハの８参照）には含まれません

ので、贈与税の申告をしなければなりません。贈与税の配偶者控除の特例の要件については、61ページを参照し

てください。 

（3）信託に関する権利等の贈与 

新たに信託の設定を行った場合などで、適正な対価を負担することなく受益権等を取得した場合

には、贈与税の申告が必要となります。 

また、信託を設定する時点において受益者等の存しない信託で、将来、委託者の親族等が受益者

となる信託の設定を行った場合（例えば、信託を設定した時点ではまだ生まれていない孫等を受益

者として指定した場合）には、信託の受託者は、贈与税の申告が必要となります。 

信託の設定等により贈与税の課税関係が生じるケース（例）

1 委託者と受益者が異なる場合 

（財産を信託） （受益権を設定）

Ｂに贈与税が課税されます。

2 受益者を変更した場合 

（財産を信託） （受益権を設定）
Ｃに贈与税が

（受益者を変更） 課税されます。

3 受益者の一部の人が権利を放棄した場合 

（財産を信託） （受益権を設定）
Ｃに贈与税が

（Ｂが受益権を放棄） 課税されます。

4 信託が終了し残余財産が給付された場合 

（財産を信託） （信託の終了）

Ｃに贈与税が

課税されます。

（残余財産の給付）

受益者

Ｂ

委託者

Ａ

受託者

Ｘ

受益者

Ｂ

委託者

Ａ

受託者

Ｘ

受益者

Ｂ

受益者

Ｃ

委託者

Ａ

受託者

Ｘ

受益者

Ｂ・Ｃ

委託者
Ａ

受託者

Ｘ

受益者

Ｃ

残余財産

受益者Ｃ

（4）贈与財産の評価

贈与を受けた財産の価額は、原則として、贈与を受けた時の時価で評価します。

主な財産の評価のあらましは、次のとおりです。

　詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】で確認されるか、税務署にお尋ねくださ

い。

イ 土地 

(ｲ) 宅地

宅地の評価方式には、【路線価方式】と【倍率方式】という２つの方法があります。 13

【路線価方式】 

路線価が定められている地域の評価方法です。路線価とは、路線（道路）に面する標準的な

宅地の１平方メートル当たりの価額（千円単位で表示しています。）のことで、「路線価図」で確

認することができます。

宅地の価額は、原則として、路線価をその宅地の形状等に応じた調整率で補正した後、その宅

地の面積を掛けて計算します。 

（注） 調整率には、「奥行価格補正率」、「側方路線影響加算率」などがあります。具体的な数値につい
ては、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載している「土地及び土地の上に存す
る権利の評価についての調整率表」をご確認ください。 

 ）粋抜（図価線路

 (路線価)(奥行価格補正率)(面積)  (評価額) 

33万円 × 1.00 × 180㎡ ＝ 5,940万円 

【倍率方式】 

路線価が定められていない地域の評価方法です。宅地の価額は、原則として、その宅地

の固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してください。）に

一定の倍率（倍率は「評価倍率表」で確認することができます。）を掛けて計算します。 

評価倍率表（抜粋） 

（固定資産税評価額） （倍率）  （評価額） 

1,000万円 × 1.1 ＝ 1,100万円 

（注） 評価倍率表の「固定資産税評価額に乗ずる倍

率等」欄に「路線」と表示されている地域につ

いては、路線価方式により評価を行います。

330 千円 

10ｍ 

普通住宅地区
18

※ 「路線価図」や「評価倍率表」は、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】で閲覧する

ことができます（財産評価基準書 路線価図・評価倍率表【https://www.rosenka.nta.go.jp】）。

（例） 

180 ㎡ 

（例） 

(ﾛ) 借地権等

借地権等の評価については次のとおりです。

借 地 権 
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額に借地権割合を掛けて計算

します。

定期借地権 
原則として、贈与の時において借地権者に帰属する経済的利益及びその存続期間を基

として計算します。

貸 宅 地 
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額から、借地権、定期借地権

等の価額を差し引いて計算します。

貸家建付地 
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額から、借家人の有する敷地

に対する権利の価額を差し引いて計算します。

https://www.rosenka.nta.go.jp
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(ﾊ) 田畑又は山林

原則として、固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してくだ

さい。）に一定の倍率（倍率は「評価倍率表」で確認することができます。）を掛けて計算し

ます。

ただし、市街地にある田畑又は山林については、原則として付近の宅地の価額に比準して

家屋の評価については次のとおりです。

計算します。

ロ 家屋

ハ 森林の立木

原則として、樹種、樹齢別に定めている標準価額（標準価額は国税庁ホームページ

【https://www.nta.go.jp】で確認することができます（財産評価基準書　路線価図・評価倍率表

【https://www.rosenka.nta.go.jp】）。）を基として評価します。

ニ 事業用の機械、器具、農機具等

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。

ホ 上場株式

原則として、次の(ｲ)から(ﾆ)までの価額のうち、最も低い価額により評価します。

(ｲ) 贈与を受けた日の終値

(ﾛ) 贈与を受けた月の毎日の終値の月平均額

(ﾊ) 贈与を受けた月の前月の毎日の終値の月平均額

(ﾆ) 贈与を受けた月の前々月の毎日の終値の月平均額

（注） 上場株式を負担付贈与又は対価を伴う取引により取得した場合には、その株式の価額は、取得日におけ

る最終価格（終値）によって評価します。

へ 取引相場のない株式、出資 

原則として、その会社の規模の大小、株主の態様、資産の構成割合などに応じ、次のような方式

により評価します。具体的には「取引相場のない株式（出資）の評価明細書」（評価明細書の様式

は国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】からダウンロードすることができます。）を用い

て評価します。 
(ｲ) 類似業種比準方式

(ﾛ) 純資産価額方式

(ﾊ) (ｲ)と(ﾛ)の併用方式

(ﾆ) 配当還元方式

ト 家庭用財産・自動車

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。

チ 書画・骨とう等

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。

※ 贈与財産の評価に当たって作成した評価明細書は、贈与税の申告書に添付してください。

 自 用 家 屋

貸 家

原則として、固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してく

ださい。）により評価します。

原則として、固定資産税評価額から、固定資産税評価額に借家権割合と賃貸割合を乗じ

た価額を差し引いて計算します。

14
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